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プラットフォームサービスに関する研究会

概 要

 近年、プラットフォーム事業者が大量の利用者情報を活用してサービスを提供していること等を踏まえ、

利用者情報の適切な取扱いの確保の在り方、オンライン上のフェイクニュースや偽情報への対応等につ

いて検討を行う。
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プラットフォームに関する研究会における検討の背景 ２

①グローバルなプラットフォーム事業者のプレゼンスが増大
②プラットフォームレイヤ（プラットフォームサービス）とネットワークレイヤ（通信サービス）の一体化や

融合・連携

 プラットフォームサービスの拡大に伴う以下の課題への政策対応の在り方について検討
１．利用者情報の適切な取扱い
２．トラストサービスの在り方
３．フェイクニュースや偽情報への対応

大量の利用者情報の取得・活用
によるユーザの利便性の向上

利用者情報の取扱いに対する
利用者の不安・懸念の高まり

⇒

＜現在の電気通信事業を取り巻くレイヤ構造＞
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１．利用者情報の適切な取扱い① ３

〇 プラットフォームサービスのプレゼンスの増大をはじめとする状況の変化を踏まえて利用者情報の適

切な取扱いの確保に係る政策対応の基本的方向性について、主に以下の４点を整理。

プラットフォームサービス

海外のプラット
フォームサービス事業者等

利用者
情報

利用者
情報

利用者
情報

現行の通信の
秘密の対象範囲

＝

日本国内 日本国外外国当局総務省

基本的方向性④ EUにおける ｅプライバシー規則策定の動

き等との国際的な調和

基本的方向性③：法執行の確実な担保を検討の力点に置き、

共同規制的アプローチ(※）を機能させるための方策を検討

基本的方向性①：電気通信事業法の通信の秘密の保護規

定が適用されるよう、法整備を視野に入れて検討

基本的方向性④基本的方向性③

基本的方向性①

利用者

電気通信サービス

※法的規制と事業者による自主規制のそれぞれの利点を活かす中間的な政策手段

基本的方向性②：環境変化を踏まえた規律（ガイドライン等）

の適用対象の見直しを検討

基本的方向性②



１．利用者情報の適切な取扱い②

➤ 国外のプラットフォーム事業者に電気通信事業法の通信

の秘密の保護規定が適用されるよう、法整備を視野に入

れた検討を行うことが適当

▷国外に拠点を置き国内に電気通信設備を有さ

ずサービスを提供する国外のプラットフォーム

事業者に対する規律の在り方が論点

利用者情報のグローバルな流通の進展に対応するための規律の適用の在り方１

➤ 環境変化を踏まえた規律（ガイドライン等）の適用対象の

見直しが適当

▷ 「電気通信サービス・機能」と「プラットフォーム

サービス・機能」の一体的なサービス提供に伴う

利用者情報の適切な取扱いの確保等が論点

電気通信サービス・機能とプラットフォームサービス・機能の連携・融合等の進展に対応するための規律の適用の在り方２

４

➤ 法執行の確実な担保の検討に力点を置き、関係者による

継続的な対話を通じた自主的な取組を促し、共同規制的

なアプローチを適切に機能させる方策の検討が適当

▷利用者情報の適切な取扱いに係る規律に従い、

事業者による確実な履行の確保を図るために、

望ましい方策は何かが論点

プラットフォーム事業者による、規律に従った適切な取扱いを確保するための方策の在り方３

➤ 我が国の通信の秘密・プライバシー保護に係る規律に関し、

EUのｅプライバシー規則策定の動き等との国際的な調和

を図ることが適当

▷諸外国のプライバシー保護の潮流との制度的

調和の確保が論点

欧米におけるプライバシー保護法制を始めとする国際的なプライバシー保護の潮流との制度的調和に係る政策対応４

主要論点④ 基本的方向性④

主要論点③ 基本的方向性③

主要論点② 基本的方向性②

主要論点① 基本的方向性①



B株式

会社

２．トラストサービスの在り方

➤ 次のようなトラストサービスに関する現状や制度的課題に

ついて、EUにおけるeIDAS規則の制定等の動きもある中、

国際的な調和に配慮しつつ検討することが適当

① 人の正当性を確認できる仕組み（利用者認証、リモート署名）

② 組織の正当性を確認できる仕組み（組織を対象とする認証、
ウェブサイト認証）

③ IoT機器等のモノの正当性を確認できる仕組み

④ データの存在証明・非改ざんの保証の仕組み（タイムスタンプ）

⑤ データの送達等を保証する仕組み （eデリバリー）

▷Society5.0においてはサイバー空間の安全性

や信頼性の確保が重要

▷現実空間のあらゆるやりとりがサイバー空間に

持ち込まれる中で、重要な情報をやりとりする

場合に、より高いレベルの認証を利用すること

が重要

☞ネット利用者の「本人確認」や「データの

改ざん防止」等の仕組みを用いて電子

商取引等を安心して行えるようにする

トラストサービスの在り方が論点

トラストサービスの在り方５

主要論点 基本的方向性

５

①人の正当性を確認

②組織の正当性
を確認

③データの送信元（モノ）
の正当性を確認

④データの存在証明・
非改ざんの保証

⑤データの送達等を保証

領収書

税務書類

電子契約等

Aさん

Aさんが作成した文書

B株式会社が作成した

アップデートプログラムの配信

センサー

（電子的な”書留”）

メール
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３．フェイクニュースや偽情報への対応

➤ ユーザリテラシーの向上及びその支援方策

➤ ファクトチェックの仕組やプラットフォーム事業者との連

携等の自浄メカニズム

について検討を深めることが適当

▷フェイクニュース等は、特に欧米諸国において

問題化しており、これへの対応が論点

オンライン上のフェイクニュースや偽情報への対応６

主要論点 基本的方向性

６

報告書発表の会見を行うガブリエル欧州委員会
委員（デジタル経済・社会担当）（写真中央）

(出典：欧州委員会ウェブサイト)

＜ EUにおけるフェイクニュースや偽情報への対応＞

2018年４月 欧州委員会としての報告書を公表

・ プラットフォーム事業者、広告事業者、広告主等を含むステークホルダー
が集まり、偽情報への対応のための（プラットフォーム事業者の）行動規
範を策定することを求める。

2018年９月 行動規範の合意を公表

・ Google、Facebook、Twitter、Mozillaの４社と８つの事業者団体が合意

2019年１月 行動規範の取組状況に関するレポートの公表

・ 行動規範に関して、事業者が提出した取組状況をまとめたレポートを公表。
・ 同様のレポートを５月まで毎月公表する予定。2019年末には行動規範の包

括的な評価を行い、仮に取組が不十分と認める場合には、法律による規制
も含めた追加措置を行うことを示唆。

参 考



今後の検討の進め方（整理事項） ７

① 利用者情報の適切な取扱いの確保に係る政策対応に関し、国外プラットフォーム事業者が我が国の利用

者を対象に通信サービスを提供する場合における、電気通信事業法の通信の秘密の保護規定の適用及

びその履行確保に係る共同規制的なアプローチを含む適切な方策の実現のための法整備等に向け

た整理

② 電気通信サービス・機能とプラットフォームサービス・機能の一体化や連携・融合の進展を踏まえ、通信の

秘密・プライバシーの保護の観点からの規律（ガイドライン等）の適用範囲・対象の見直し・明確化

に向けた整理

③ フェイクニュースや偽情報に係る政策対応に関し、民間部門における自主的な取組を基本として、ファク

トチェックの仕組やプラットフォーム事業者とファクトチェック機関との連携などの自浄メカニ

ズム等についてプラットフォーム事業者の役割の在り方にも留意し検討を深めるなど、具体的な施

策の方向性の検討に向けた整理

⇨ 本年１２月までに最終報告書を取りまとめ

トラストサービスの在り方については、別途開催のトラストサービス検討ワーキンググループで更に検討を

進め、その検討結果を最終報告書に盛り込む。
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